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次期国民健康づくり運動プランに向けての課題について（案） 

 

１．これまでの健康づくり 

○平成 12（2000）年の健康日本 21 の開始、平成 15（2003）年の健康増進法施行など健康づ

くり分野においては、この 20 年間において基本的な法制度・枠組みが確立し、健康づく

りに対する機運の醸成などに貢献してきた。 

○健康日本 21 では、「一次予防の重視」等を基本方針とし、平成 25（2013）年から開始され

た健康日本 21（第二次）では、「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」を主目標とし、国民

の健康づくりを推進してきた。 

○平成 27（2015）年に国連サミットで採択された国際目標である「持続可能な達成目標（Ｓ

ＤＧｓ）」においても「すべての人に健康と福祉を」が目標の１つとされており、国際的

にも健康づくりの重要性がより認識されるようになってきている。 

○自治体においては、健診・検診などの健康増進事業に加え、地域支援事業を通じた介護予

防、保険者（市町村国保・広域連合）による保健事業、令和３（2021）年１月から開始し

た生活保護制度における被保護者健康管理支援事業など、各分野において、健康づくりに

関する取組を進めてきた。 

○加えて、保険者による特定健診・特定保健指導の実施や企業における健康経営の取組など、

被保険者や従業員に対する健康づくりが広まった。また、日本健康会議など経済団体や保

険者、自治体等が連携する取組も進んできている。 

○こうした各主体の取組を通じて、健康日本 21 の主目標である健康寿命は着実に延伸し、

平成 22（2010）年の男性 70.42 歳、女性 73.62 歳から直近値の令和元（2019）年には男性

72.68 歳、女性 75.38 歳となっている。 

○直近では、ＩＣＴ技術の発展やデータヘルス改革の進展、スマートフォンやウェアラブル

端末の普及に伴い、健診・検診等のデータ標準化や民間事業者によるＰＨＲサービスの広

まりなど、健康づくり分野においても最新のテクノロジーを活用する動きが広まっている。 

○令和元（2019）年の「健康寿命延伸プラン」においては、「自然に健康になれる環境づく

り（健康な食事や運動ができる環境、居場所づくりや社会参加）」や「行動変容を促す仕

掛け（行動経済学の仕組み、インセンティブ）」など新たな手法も活用して健康寿命延伸

に向けた取組を進めることとされている。 

○健康日本 21（第二次）においても健康格差の縮小について目標の一つとされてきたとこ

ろであるが、新型コロナウイルスの感染拡大を機に、格差が拡大しているとの指摘もある。 

 

２．次期プランに向けた課題 

○次期プランとして打ち出すビジョンをどのように考えるか。 

○健康日本 21（第二次）は、医療費適正化計画等と計画期間をあわせるために、計画期間を

１年間延長し、11 年間としたが、これも踏まえ、次期プランの計画期間をどのように考え

るか。それと併せて、中間評価及び最終評価の時期についてどのように考えるか。 
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○健康日本 21（第二次）では、健康寿命の延伸及び健康格差の縮小を主目標としてきたが、

次期プランにおける主目標をどのように考えるか。 

○健康日本 21（第二次）においては、「基本的な方向」として、①健康寿命の延伸と健康格

差の縮小、②生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（ＮＣＤの予防）、③社会生活を

営むために必要な機能の維持及び向上、④健康を支え、守るための社会環境の整備、⑤栄

養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及

び社会環境の改善の５つを設定しており、健康増進に関わる分野が幅広く取り入れられて

いるが、次期プランの「基本的な方向」をどのように考えるか。 

○健康日本 21（第二次）においては、「基本的な方向」の①～⑤に沿って 53 項目が設定され

ているが、指標をどのように設定するか。また、指標を設定する際に参照するデータソー

スについてどのように考えるか。加えて、全ての指標を継続的にモニタリングしているが、

このことについてどのように考えるか。 

○中間評価及び最終評価における指標の評価方法についてどのように考えるか。 

○指標の設定にとどまらず、目標達成のための方策についてどのように考えるか。 

○他計画との整合性・調和・連携についてどのように考えるか。 

○自治体において、健康増進部局、国保部局、介護部局など健康づくりに関連する部局が複

数にまたがっていることが多いが、住民に対して、効果的に介入する体制についてどのよ

うに考えるか。加えて、自治体内の各部門との連携を進め、健康づくり施策を効果的に進

めるための方策をどのように考えるか。 

○健康増進分野における都道府県と市町村の役割分担が曖昧との指摘があるが、都道府県が

司令塔としてより機能するための方策についてどのように考えるか。 

○より効果的な健康づくり施策を展開するために、自治体と大学や企業、保険者、民間団体

などとが連携を深めるための方策についてどのように考えるか。 

○ＰＨＲや自治体間でのデータ連携など、データを活用してより効果的に住民の行動変容を

引き起こすための方策についてどのように考えるか。 

○住民や自治体・職域で健康づくりに携わる職員にエビデンスや最新の知見を伝えるための

情報発信及び職員の人材育成方法についてどのように考えるか。 

○ひとり暮らし世帯の増加や人口減少による労働力の減少などにより、コミュニティがより

重要となってくる中で、健康づくり分野におけるコミュニティの力をより向上させるため

の方策についてどのように考えるか。 

○社会環境整備等を通じ、健康無関心層を含めた健康づくり施策をさらに進めていくための

方策についてどのように考えるか。 

○性差や年齢等も加味した健康づくり施策についてどのように考えるか。 

○健康格差是正を進めるための方策についてどのように考えるか。 

○新型コロナウイルスの感染拡大による生活習慣の変化を踏まえた健康づくり施策につい

てどのように考えるか。 

 


